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【平成25年度】
放射性物質汚染廃棄物処理事業：97,100百万円の内数【復興特会】

施策の内容

　災害廃棄物や放射性物質に汚染された廃棄物の適正な処理を促進するため、国が前面に立ってリス
クコミュニケーションを進めるとともに、必要な普及啓発活動を実施する。

施策の進捗状況及び今後の予定

○指定廃棄物に関する情報を集約した「指定廃棄物処理情報サイト」を開設しているところ。今後、引き
続き、本サイトにおいて、関連資料及びデータ等を提供するとともに、住民の方々への説明会等におい
ては、職員あるいは、専門家を積極的に派遣していく。
○通常の処理方法により安全に処理できる8,000Bq/kg以下の廃棄物については、関係自治体等と連携
しつつ、ホームページ等による処理の安全性の周知に加え、これらの廃棄物を受け入れることのできる
処理施設への働きかけを行っているところ。
○今後も、8,000Bq/kg以下の廃棄物の処分が進展するよう、関係自治体等の協力を得ながら、関係省
庁と連携して取り組んでいく。
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施策番号163-2

予算措置の状況

（１） 汚染廃棄物の処理を行った一般廃棄物処理施設の事故由来放射性物質による汚染状況の把握
　処理している汚染廃棄物の放射能濃度や施設の種類ごとに一般廃棄物処理施設の汚染状況の調査
を行う。また、既に解体・整備を行った市町村等があれば、その作業状況について聴取する。
（２）一般廃棄物処理施設の解体・整備作業マニュアル
　（１）の結果を踏まえて、事故由来放射性物質に汚染された一般廃棄物処理施設を解体・整備する際
に発生する部材の適切な処理の方法及び作業者の安全の観点から必要な措置について検討を行い、
マニュアルとしてまとめる。
（３）一般廃棄物処理施設の適切な解体・整備に向けた普及啓発
　事故由来放射性物質に汚染された一般廃棄物処理施設の市町村等による適切な解体・整備を促す
ため、（２）でまとめたマニュアルの配布や説明会の開催により、普及啓発を行う。

上記（１）の施策については、平成25年度より実施する予定。
上記（２）の施策については、平成26年度より実施する予定。
上記（３）の施策については、平成27年度より実施する予定。

【平成25年度】
事故由来放射性物質に汚染された一般廃棄物処理施設の解体・整備作業マニュアル策定事業：39百
万円【復興特会】

施策の内容

事故由来放射性物質に汚染された一般廃棄物処理施設の解体・整備作業
マニュアル策定事業
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施策の進捗状況及び今後の予定
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